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１  計画策定の背景と趣旨 

 

我が国の少子化は急速に進行しており、合計特殊出生率は、平成２９年では 1.43、令和５年では

1.20と減少傾向が続いています。また、核家族化の進行や地域のつながりの希薄化による子育て家庭

の孤立や子育てに不安を抱える保護者の増加、共働きの増加に伴う低年齢児の保育ニーズの増大な

ど、家庭環境や地域における子育てをめぐる環境の著しい変化の中にあり、これらの変化に対応すべく

子育て環境の整備が求められています。 

そのため、国においては、平成２４年８月、子ども・子育てをめぐる様々な課題を解決するために、「子

ども・子育て関連３法」を成立させ、これらの法律に基づく「子ども・子育て支援新制度」の開始に当たり、

質の高い幼児期の学校教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供を図るために、市町村ごと

に「子ども・子育て支援事業計画」を策定することとし、令和元年１０月からは、子どもたちに対し生涯に

わたる人格形成の基礎を培う幼児教育の機会を保障するとともに、子育て世代の経済的な負担軽減を

図ることを目的として幼児教育・保育の無償化が実施されるとともに、共働き家庭等の「小１の壁」を打

破し、次代を担う人材を育成するため、全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活

動を行うことができるよう「新・放課後子ども総合プラン」を策定するなど、子ども・子育てに関する新た

な取り組みを進めてきました。 

令和５年４月には、こども政策をより強力に推進していくため、「こども家庭庁」が設立され、こども施

策を社会全体で総合的かつ強力に推進していくための包括的な基本法である「こども基本法」が施行

されました。さらに、同年１２月には少子化社会対策基本法、子ども・若者育成支援推進法及び子どもの

貧困対策の推進に関する法律に基づく３つの大綱を一つに束ねた「こども大綱」が策定されました。 

新篠津村（以降「本村」という。）では、子ども・子育て支援法に基づき、平成２６年度に「新篠津村子ど

も・子育て支援事業計画」、また令和元年度に「第２期新篠津村子ども・子育て支援事業計画」を策定し、

「教育・保育施設等の計画的整備」や「質の高い幼児期の教育・保育の一体的な提供」、「地域子育ての

支援の充実」に向けた施策を推進してきました。 

「第２期新篠津村子ども・子育て支援事業計画」が令和６年度で計画期間満了を迎えることから、社

会環境の変化や本村の子育てを取り巻く現状、これまでの取組の成果と課題を踏まえ、子育て支援の

取組をより効果的に推進するため、「第３期新篠津村子ども・子育て支援事業計画」（以下「本計画」と

いう。）を策定いたします。 
 

 

２  計画の期間 

 
本計画の期間は、法に基づき令和７年度から令和１１年度までの 5年間とします。 

また、計画内容と実態に乖離が生じた場合は、適宜、計画の見直しを行うものとします。 
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3  新篠津村の現状 

本村の人口は、令和元年の 3,067人から令和６年には 2,769人と減少傾向で推移しています。 

年齢区分ごとの人口では、老年人口（65 歳以上）は、ほぼ横ばいで推移しているのに対し、生産

年齢人口（15～64 歳）」、「年少人口（0～14 歳）は減少傾向で推移しており、少子高齢化が進行し

ています。 

 

資料：新篠津村（各年 4 月 1 日現在） 
 

小学生以下の児童人口は、小学生はほぼ横ばい、就学前は減少傾向で推移しています。 

 

資料：新篠津村（各年 4 月 1 日現在） 

子どものいる世帯の状況で、「6 歳未満の子どもがいる世帯」では、北海道水準を上回り、全国水

準を下回っています。「6～18 歳未満の子どもがいる世帯」では、全国水準及び北海道水準を上回

っています。 

 

資料：令和２年国勢調査 
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本村における女性の就労状況は、北海道と比較してすべての年代で就業率が高くなっています。 

 

資料：令和２年国勢調査 

平成 27年と令和２年を比較すると、45～49歳を除く、ほとんどの年代で令和２年の就労率が高

くなっています。 

 

資料：国勢調査 

 

４  将来人口推計 

以下に、令和７年から令和 11年までの人口推計値を示します。 

総人口、年少人口ともに減少傾向にあり、計画最終年の令和 11年には総人口が 2,533人、年

少人口が 241人と見込まれます。 

 

※コーホート法による推計   
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５  基本理念と施策の方向性 

 

近年、核家族化の進展、地域のつながりの希薄化、共働き家庭の増加、依然として多くの待機児童

の存在、児童虐待の深刻化、兄弟姉妹の数の減少など、子育て家庭や子どもの育ちをめぐる環境が変

化しています。 

「第３期新篠津村子ども・子育て支援事業計画」においては、保護者が子育てについての第一義的責

任を有することを前提としつつ、上記の環境の変化を踏まえ、地域の実情に即した真に必要なサービス

を見極め、可能な範囲で保育施策を実施していきます。 

特に、地域や社会が保護者に寄り添い、子育てに対する負担や不安、孤立感を和らげることを通じて、

保護者が自己肯定感を持ちながら子どもと向き合える環境を整え、親としての成長を支援するとともに、

子育てや子どもの成長に喜びや生きがいを感じることができるよう支援し、全ての子どもや子育て家庭

を対象に、一人ひとりの子どもの健やかな育ちを等しく保障することを目指します。 

 

 
 

基本理念の実現に向けて、次３つを基本目標と定め、子ども・子育て支援施策を組み立てて推進

します。 
 

基本目標Ⅰ：子どもと子育てを支える地域づくり 

核家族化・少子化の進行などにより、子育て家庭が様々な不安や負担を感じていますが、その軽

減を図る施策を充実させるとともに、家庭・地域・団体・企業・行政等が一体となり、子育て家庭を大

切にする地域づくりを推進するとともに、「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指します。 

基本目標Ⅱ：子どもの豊かな心と体を育む取り組み 

次代の担い手がたくましく成長することは、家庭はもとより地域にとっても大きな財産となることを

踏まえ、家庭教育を出発点として学校・地域が連携して心身ともに豊かな人間性を育む取り組みを

推進します。 

また、子どものもつ権利や自由を尊重し、子どもが大切にされる社会を築くため、児童虐待防止対

策などの支援を図っていきます。 

基本目標Ⅲ：子どもを健やかに産み育てることのできる環境整備 

子どもの健やかな成長は、親はもとよりすべての人の願いであります。安心して産み、自信とゆと

りをもって育てていくために、妊娠初期から安定した状態を保ち、親子の健康を確保するよう健康診

査、訪問指導などを充実し、妊娠・出産期からの切れ目のない支援を行っていきます。 

併せて、食事が健康と大きく関係していることから、成長段階に応じた「食育」を推進していきます。 

また、子どもや家族が安心して暮らすことのできる、安全な環境に配慮したまちづくりを推進してい

きます。 

  

基本理念 

支え合い 輝く子どもが 笑顔の親が 育つまち 
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６  施策の体系 

 

  

 

  

基本
理念

基本目標 推進施策

　　１　保育サービスの充実

　２　子育て支援サービスの充実
  （１）子育て支援情報の充実と相談機能の強化
  （２）子育て支援センター事業の充実

　３　子育てを支援するボランティアの育成

　４　子育てと仕事の両立支援

　１　児童の健全育成

　２　家庭教育の向上

　３　教育環境等の整備

　４　子どもの人権擁護

　１　妊娠・出産に係る支援

　２　子どもと親の健康確保

　３　子どもの発育・発達への支援

　４　子どもの安全・安心の確保
　（１）子どもの事故防止
　（２）安全なまちづくり

　５　不妊に対する支援
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７  教育・保育施設の充実（需要量及び確保の方策） 

 

子ども・子育て支援法では、市町村が計画の中で教育・保育提供区域ごとに教育・保育、地域子ど

も・子育て支援事業の「量の見込み」や「確保方策」を定めることとしています。本町では、町全体を１つ

の教育・保育提供区域とし、ニーズ調査の結果や実績等に基づいて、事業ごとに「量の見込み」及び「確

保方策」を設定しました。 

 
■令和７年度 1号認定 2号認定 3号認定 

単位（人） 教育を希望 保育が必要 保育が必要 

対象年齢 3～5歳 3～5歳 2歳 1歳 0歳 

量の見込み 7 25 13 13 6 

確保提供数 7 60 18 13 6 

 
■令和８年度 1号認定 2号認定 3号認定 

単位（人） 教育を希望 保育が必要 保育が必要 

対象年齢 3～5歳 3～5歳 2歳 1歳 0歳 

量の見込み 6 28 14 13 6 

確保提供数 6 40 18 13 6 

 
■令和９年度 1号認定 2号認定 3号認定 

単位（人） 教育を希望 保育が必要 保育が必要 

対象年齢 3～5歳 3～5歳 2歳 1歳 0歳 

量の見込み 6 28 14 13 6 

確保提供数 6 40 18 13 6 

 
■令和 10年度 1号認定 2号認定 3号認定 

単位（人） 教育を希望 保育が必要 保育が必要 

対象年齢 3～5歳 3～5歳 2歳 1歳 0歳 

量の見込み 6 29 14 13 6 

確保提供数 6 40 18 13 6 

 
■令和 11年度 1号認定 2号認定 3号認定 

単位（人） 教育を希望 保育が必要 保育が必要 

対象年齢 3～5歳 3～5歳 2歳 1歳 0歳 

量の見込み 6 30 14 13 6 

確保提供数 6 40 18 13 6 

 
【確保方策の考え方】 

村全体の児童数が減少し、保育士確保も難しくなるので、３保育所を統廃合し、令和７年度に認定

こども園への移行を進め、令和８年度より認定こども園の開設を目指します。 
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８  地域子ども・子育て支援事業の充実 

 

地域子ども・子育て支援事業についても、利用者の現在の利用状況と利用希望を踏まえて、計画期

間の量の見込みを設定し、提供体制の確保方策及び実施時期を定めます。 

 

  単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

（１）利用者支援事業 箇所 0 0 0 0 0 

（２）地域子育て支援拠点事業 人回/月 249 255 255 255 244 

（３）妊婦健康診査 人 22 22 22 22 22 

（４）乳児家庭全戸訪問事業 人 14 14 14 14 12 

（５）養育支援訪問事業 人 2 2 2 2 2 

（６）子育て短期支援事業 

（ショートステイ事業） 
人 0 0 0 0 0 

（７）子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・センター） 
人日 0 0 0 0 0 

（８）一時預かり事業 

① 幼稚園型 
人日 0 0 0 0 0 

（８）一時預かり事業 

② 幼稚園型を除く 
人日 0 0 0 0 0 

（９）延長保育事業 人 4 4 4 4 4 

（10）病児保育事業 人 0 0 0 0 0 

（11）放課後児童健全育成事業 

（放課後児童クラブ） 
人 25 22 21 18 18 

（12）子育て世帯訪問支援事業 人 0 0 0 0 0 

（13）児童育成支援拠点事業 人 0 0 0 0 0 

（14）親子関係形成支援事業 人 0 0 0 0 0 

（15）産後ケア事業 人日 5 5 5 5 5 

（16）妊婦等包括相談支援事業 人回 15 15 15 15 15 

（17）乳児等通園支援事業 

（こども誰でも通園制度） 
人日 0 3 3 3 3 

（18）実費徴収に係る補足給付を行う事業       

（19）多様な主体が本制度に参入することを 

促進するための事業 
      

 


